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１号機及び５号機
に対する評価

１．津波評価方針

津波評価フロー
文献調査等による
対象津波の抽出

痕跡高の吟味

断層モデルの設定

数値計算

再現性

断層モデル，
計算条件見直し

No

海域活断層調査等による
対象津波の抽出

断層モデルの設定

数値計算

津波水位の評価（取水口前面における水位）

海域活断層に想定される
地震による津波の評価

津波に対する安全性評価 二次的な影響に対する評価

基準断層モデルの設定

パラメータスタディの
範囲の設定

数値計算

取水路内の水位変動
に対する評価

砂移動による
冷却水取水への影響評価

日本海東縁部に想定される
地震による津波の評価

全
号
機
に
対
す
る
評
価
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解析条件

①計算格子分割

1,440m格子

計算格子分割と水深～全域
（水深コンター間隔：500m）

N

80m格子

40m格子

20m格子

10m格子

計算格子分割と水深～発電所周辺（水深コンター間隔：2m）

計算格子分割と水深～発電所近傍（水深コンター間隔：1m）

720m格子

240m格子

10m格子

N

N
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２-1

 
解析条件

②各種条件

項　目 計算条件

計算時間間隔
C.F.L条件を満たすように以下のとおりに設定
　格子間隔　1,440m～240mの領域：0.5秒
　格子間隔　80m～10mの領域：0.25秒

基礎方程式
及び数値計算スキーム

非線形長波理論（浅水理論）に基づく後藤・小川(1982)の方法

沖側境界条件 後藤・小川(1982)の自由透過の条件

陸側境界条件
・敷地周辺（計算格子間隔80m～10m）の領域は小谷ほか(1998)の陸上遡上境界条件
・それ以外は完全反射条件

越流境界条件 越流を本間公式(1940)や相田公式(1977)で考慮

初期条件
Mansinha and Smylie(1971)の方法により海底面の鉛直変位分布を求めて初期水位と
して与えている

海底摩擦係数 マニングの粗度係数（n=0.03m-1/3s)

水平渦動粘性係数 考慮していない

再現時間 港内での重複波の影響も考慮し，断層変位後４時間の計算を実施した。
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２-1

 
解析条件

③計算格子モデルの妥当性検証

 数値シミュレーションに用いた計算格子モデルが，必要な計算格子サイズの条件を満たし

 ているかどうか，長谷川・首藤ほか(1987)の知見を元に確認を行った。

長谷川・首藤ほか(1987)提案の方法

計算格子間隔は津波の空間波形の１波長Ｌの

 
1/20以下に設定すればよい

ここに，Δｘ：計算格子間隔
Ｌ：１波長

ｇ：重力加速度
ｈ：水深
Ｔ：周期

TghL 

20
Lx 

柏崎刈羽原子力発電所

1000

格子間隔240m

500

ポイ

 
ント

水深

(m)

L

(m)

L/20

(m)

計算格子間隔

(m)
比較 判定

● 100 13,148 657 240 657＞240 ○

▲ 10 4,157 207 80 207＞80 ○

★ 6 3,220 161 10 161＞10 ○

計算例（左図の各ポイント）

1500

2000

●

▲★

＊）ここでは波の周期を７分と仮定

設定した計算格子は，必要な計算格子サ

 
イズの条件を満たしていることを確認

水深に応じた必要な

 

計算格子サイズ(m)

数字

格子間隔80m

格子間隔40～10m
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2-2

 
既往津波の再現性検討

敷地及び敷地近傍における津波の痕跡高及び検潮記録

発生年月日 波源 M 痕跡高・検潮記録 備考

1964/6/16 新潟地震 7.5*1)
敷地付近

1.2～1.5m

土木学会

 

(1966)

相田ほか(1964)

1983/5/26 日本海中部地震 7.7 *1)
敷地前面

0.6m
気象庁(1984)

1993/7/12 北海道南西沖地震 7.8 *1)
敷地前面

0.93m

2007/7/16 新潟県中越沖地震 6.8 *2)

港外海象計

最大上昇量：0.27m

最大下降量：0.44m

*1)宇佐美(2003)による

*2)気象庁による
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2-2

 
既往津波の再現性検討

下記の津波のうち，痕跡高が比較的多く揃

 
っており，震源が発電所敷地に近い1964

 
年新潟地震津波，及び1983年日本海中部

 
地震津波を対象に再現性を検証

日本近海で発生した津波の波源域分布

（羽鳥(1994)に一部加筆）

1964年新潟地震断層モデル 1983年日本海中部地震断層モデル

Mw

断層

長

L(km)

断層

幅

W(km

 

)

すべり

 

量

D(m)

断層上

 

縁深さ

d(km)

走向

θ(°)

傾斜

 

角

δ(°

 

)

すべり

角

λ(°)

備考

1964年

新潟地震
7.43 65 20 3.85 0 194 56 90

東電

オリジナル

モデル

1983年

日本海中

 

部地震

7.74

40 30 7.60 2 22 40 90 相田

(1984)

Model-1060 30 3.05 3 355 25 80

既往地震断層モデル諸元
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2-2

 
既往津波の再現性検討

既往津波の痕跡高を用いた再現性評価

 
の指標（土木学会(2002)）

相田(1977)の痕跡高と計算値の空間的な適合

 
度を示す指標Ｋとκが下記条件を満たすことを

 
目安とする

0.95＜K＜1.05

 

かつ

 

κ＜1.45

ここに，Ｋ：幾何平均
κ：幾何標準偏差
ｎ：地点数

：ｉ番目の地点での痕跡高
：ｉ番目の地点での計算高





n

i
iK

n
K

1
log1log

   
21

1

22 loglog1log 
















 


n

i
i KnK

n


iii HRK 
iR
iH
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0 50

津
波

高
(m

)

既往津波高

計算津波高

柏崎刈羽原子力発電所

 
地域 データ数 K κ 

新潟県～秋田県 47 1.008 1.364 

 

山
形

県

秋
田

県

新
潟

県

痕跡高と計算値との比較

既往津波の再現性を検証した結果，

 
いずれの津波に対しても再現性評

 
価の指標が適合度を満たしている

 
ことを確認

⇒

 

計算格子モデルを含む，数値

 
シミュレーションモデル及び計算

 
手法は妥当

1964年

 

新潟地震

*1）既往痕跡高は，相田ほか(1964)，土木学会(1966)による

*1

 

）
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津
波

高
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)

既往津波高

計算津波高

柏崎刈羽原子力発電所

 
地域 データ数 K κ 

石川県～青森県 248 1.049 1.422 

 

石
川

県

山
形

県

秋
田
県

青
森
県

富
山

県

新
潟
県

*2）既往痕跡高は，首藤ほか(1984)，気象庁(1984)，土木学会(1986))による

*2

 

）

1983年

 

日本海中部地震
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2-3

 
日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討

日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の評価方針



 

土木学会(2002)に示される日本海東縁部に想定される地震の基準断層モデルによるパラメータスタディ

 
を実施



 

地点への影響を考慮して，土木学会(2002)に示される地震活動域のうち，新潟～山形沖の領域を対象



 

モーメントマグニチュード（Mw）は1993年北海道南西沖地震の津波を再現するモデルのMw7.84を下

 
回らないようMw＝7.85に設定



 

パラメータスタディは概略検討用の計算格子モデル（最小計算格子＝40m）により実施し，抽出した最

 
高水位，最低水位を示すモデルについてのみ本検討用の計算格子モデル（最小計算格子＝10m）による

 
数値シミュレーションを実施する

断層設定領域
（新潟～山形沖の領域）

Mw

断層

長

L(km)

断層

幅

W(km)

すべり

 

量

D(m)

断層上

 

縁深さ

d(km)

走向

θ(°)

傾斜

 

角

δ(°)

すべり

角

λ(°)

高角モデル 7.85 131.1 17.3 9.44 0 20･200 60 90

低角モデル 7.85 131.1 30.0 5.45 0 20･200 30 90日本海東縁部の地震活動域
（土木学会(2002) ）

日本海東縁部に想定される地震の基準断層モデル諸元

①基準断層モデルの設定

基本断層モデル設定

概略パラメータスタディ

詳細パラメータスタディ

日本海東縁部の想定津波評価フロー
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2-3

 
日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討

②概略パラメータスタディ

基本断層モデルについて，「位置」，「走向」，「傾斜角」，及び「傾斜方向」を変化させた概略パラ

 
メータスタディを実施

諸元 ﾊﾟﾗﾒｰﾀ設定範囲 ｹｰｽ数

位置
新潟～山形沖の活動域に東西方

 
向約25km間隔を基本に設定

5

走向θ 基準，基準±10° 3

傾斜角δ 高角(60°)，低角(30°) 2

傾斜方向 東傾斜，西傾斜 2

組合せ計 60

概略パラメータスタディ検討内容

（＊）地震調査研究推進本部(2003)による

 
日本海東縁部の長期評価に示される地

 
震活動域で，土木学会(2002)に示さ

 
れる範囲を超える部分

①基本断層モデル設定

②概略パラメータスタディ

③詳細パラメータスタディ

日本海東縁部の想定津波評価フロー

 

東傾斜ﾓﾃﾞﾙのﾊﾟﾗﾒｰﾀｽﾀﾃﾞｨ
（走向＝20°）

20°±10°

最大水位上昇量を示すモデル
傾斜角δ＝60°

柏崎刈羽原子力発電所

土木学会(2002)の

地震活動域

（＊）
200°±10°

最大水位下降量を示すモデル
傾斜角δ＝60°

柏崎刈羽原子力発電所

西傾斜ﾓﾃﾞﾙのﾊﾟﾗﾒｰﾀｽﾀﾃﾞｨ
（走向＝200°）

土木学会(2002)の

地震活動域

（＊）
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日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討

③詳細パラメータスタディ



 

概略パラメータスタディで最大水位上昇量，最大水位下降量を示すモデルを抽出



 

抽出したモデルの「位置」を変化させてパラメータスタディを実施してさらに最大水位上昇量，最

 
大水位下降量示すモデルを抽出



 

抽出したモデルの「断層上縁深さ」,「傾斜角」を変化させた詳細パラメータスタディを実施

諸元 パラメータ設定範囲 ケース数

位置
最大水位上昇量(下降量) モデ

 
ルを基準に10km単位で移動

5

↓
最大水位上昇量（下降量）を示すモデルに対して

以下のパラメータスタディ実施
↓

断層上縁深さd 0，2.5km，5.0km 3

傾斜角δ 60°，52.5°，45° 3

組合せ計 14

詳細パラメータスタディ検討内容

最大水位上昇量ﾓﾃﾞﾙのﾊﾟﾗﾒｰﾀｽﾀﾃﾞｨ

最大水位上昇量を示す

 
モデル

柏崎刈羽原子力発電所

10km

 

最大水位下降量ﾓﾃﾞﾙのﾊﾟﾗﾒｰﾀｽﾀﾃﾞｨ

最大水位下降量を示す

 
モデル

柏崎刈羽原子力発電所

10km

①基本断層モデル設定

②概略パラメータスタディ

③詳細パラメータスタディ

日本海東縁部の想定津波評価フロー
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日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討

断層長

L(km)

断層幅

W(km)

すべり量

D(m)

断層上縁深さ

d(km)

走向

θ(°)

傾斜角

δ(°)

すべり角

λ(°)

最大水位上昇量モデル 131.1 17.3 9.44 2.5 10 60 90

最大水位下降量モデル 131.1 17.3 9.44 2.5 190 60 90

最大水位上昇量，最大水位下降量を示す断層モデル

プラント 最大水位上昇量 最大水位下降量

1号機 +2.76 -3.05

2号機 +2.73 -2.95

3号機 +2.70 -2.85

4号機 +2.68 -2.81

5号機 +2.57 -2.60

6号機 +2.54 -2.60

7号機 +2.46 -2.54

②数値シミュレーション結果
詳細パラメータスタディで抽出した最大水位上昇量，最大水位下降量を示す断層モデルと

数値シミュレーション結果は以下のとおり

日本海東縁部の想定津波による水位（取水口前面）

（単位：m）
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2-3

 
日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討

②数値シミュレーション結果

最大水位上昇量分布図 最大水位下降量分布図

1号機 3号機2号機 4号機1号機 3号機2号機 4号機 5号機6号機7号機 5号機6号機7号機
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2-4

 
海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

海域活断層に想定される地震に伴う津波の評価方針


 

2007年7月16日の新潟県中越沖地震発生後，発電所敷地前面海域において海上音波探査および海底地

 
形調査などを実施した結果と，既往の調査結果（他機関の調査結果を含む）を基に敷地前面海域におけ

 
る海域活断層を再評価



 

敷地周辺において地震動評価において考慮するべき海域活断層について数値シミュレーションを実施



 

土木学会(2002)の方法によりすべり量が一様な矩形断層モデルを適用

海域活断層の基準断層モデル諸元

断層

長

L(km)

断層

幅

W(km)

すべり

量

D(m)

断層上

 

縁深さ

d(km)

走向

θ(°)

傾斜角

δ(°)

すべり

角

λ(°)

佐渡島棚東縁断層 37 18.3 2.52 0 209 55 90

F-B断層 36 24.0 1.72 0 39 35 90

佐渡島南方断層 29 19.3 1.70 0 0 45 62

F-D断層＋高田沖断

 

層*1） 55 26.2 2.62 0 55 35 96

長岡平野西縁断層帯
*2）

 

（δ＝35°）
91 26.2 4.34 0 187 35 72

長岡平野西縁断層帯
*2）（δ＝50°）

91 19.6 5.80 0 187 50 72

長
岡

平
野

西
縁

断
層

帯

F-D断
層

＋
高

田
沖

断
層

*1)：F-D断層＋高田沖断層：F-D断層と高田沖断層について安全評価上，同時

 
活動を考慮したもの

*2)：長岡平野西縁断層帯：角田・弥彦断層，気比ノ宮断層，および片貝断層の

 
３つの断層について，安全評価上，同時活動を考慮したもの

基準断層モデル

海域活断層分布図
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2-4

 
海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

海域活断層モデルの数値シミュレーション結果

プラ

ント

佐渡島棚東縁断層 F-B断層 佐渡島南方断層 F-D断層+高田沖断層
長岡平野西縁断層帯

（δ＝35°）

長岡平野西縁断層帯

（δ＝50°）

最大水位

上昇量

最大水位

下降量

最大水位

上昇量

最大水位

下降量

最大水位

上昇量

最大水位

下降量

最大水位

上昇量

最大水位

下降量

最大水位

上昇量

最大水位

下降量

最大水位

上昇量

最大水位

下降量

1号機 +1.57 -1.39 +1.33 -2.35 +1.17 -1.05 +1.41 -1.69 +0.60 -3.48 +1.28 -3.32

2号機 +1.47 -1.34 +1.24 -2.26 +1.07 -1.03 +1.36 -1.63 +0.57 -3.45 +1.25 -3.23

3号機 +1.44 -1.31 +1.18 -2.15 +0.99 -0.97 +1.32 -1.51 +0.55 -3.42 +1.19 -3.15

4号機 +1.45 -1.28 +1.15 -2.09 +0.94 -0.98 +1.29 -1.44 +0.53 -3.39 +1.15 -3.11

5号機 +1.11 -1.15 +1.08 -2.10 +0.82 -0.88 +1.42 -1.11 +0.47 -3.31 +1.04 -3.07

6号機 +1.06 -1.15 +1.05 -2.10 +0.79 -0.88 +1.39 -1.12 +0.47 -3.27 +1.04 -3.05

7号機 +1.07 -1.09 +1.01 -2.05 +0.74 -0.84 +1.35 -1.10 +0.45 -3.21 +1.03 -3.01

海域活断層による取水口前面における水位（赤字：各号機の最大）
（単位：m）



 

海域活断層による津波水位のうち，最大水位上昇量は日本海東縁部の津波水位を下回る



 

海域活断層による津波水位のうち，最大水位下降量は日本海東縁部の津波水位を上回る
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2-4

 
海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

海域活断層モデルの数値シミュレーション結果

最大水位上昇量分布図（1～4号機）

－

 

佐渡島棚東縁断層

 

－

最大水位上昇量分布図（5～7号機）

－

 

F-D断層＋高田沖断層

 

－

最大水位下降量分布図

－

 

長岡平野西縁断層帯(δ=35°)

 

－

1号機 3号機2号機 4号機 5号機6号機7号機 1号機 3号機2号機 4号機 1号機 3号機2号機 4号機5号機6号機7号機 5号機6号機7号機
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3-1

 
津波の上昇水位及び下降水位に対する安全性

取水口前面における津波水位

最大水位上昇量は，日本海東縁部の想定津波による+2.76m～+2.46mであり，朔望

 平均満潮位（H.W.L.=T.M.S.L.+0.48m）を考慮すると，評価用の最高水位は

 T.M.S.L.+3.3m～+3.0m程度

⇒原子炉建屋等の重要施設の設置レベル（１～4号機：T.M.S.L. +5.0m，5～7号

 機：T.M.S.L. +12.0m）まで到達しない

最大水位下降量は，海域活断層のうち長岡平野西縁断層帯（δ=35°）による津波

 の-3.48m～-3.21mであり，朔望平均干潮位（L.W.L.=T.M.S.L.-0.02m）を考慮す

 ると，評価用の最低水位はT.M.S.L.-3.5m～-3.3m程度

⇒原子炉補機冷却海水ポンプの設計最低水位（T.M.S.L. -5.24m～-4.22m）を下回

 らず，原子炉補機冷却系の海水を取水することは可能

日本海東縁部 海域活断層

最高水位

T.M.S.L.+3.3m～+3.0m

（１号機：T.M.S.L.+3.3m）

（５号機：T.M.S.L.+3.1m）

T.M.S.L+2.1m～+1.9m

（１号機：T.M.S.L.+2.1m）

（５号機：T.M.S.L.+1.9m）

最低水位

T.M.S.L-3.1m～-2.6m

（１号機：T.M.S.L.-3.1m）

（５号機：T.M.S.L.-2.7m）

T.M.S.L-3.5m～-3.3m

（１号機：T.M.S.L.-3.5m）

（５号機：T.M.S.L.-3.4m）
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3-2

 
取水設備の水理特性による水位変動の影響評価



 

１号機及び５号機の取水口前面における津波による水位時刻歴を入力値として，取水路の水理特性

 
を考慮した応答解析を実施し，原子炉補機冷却海水ポンプの取水への影響を検討



 

対象津波は，取水口前面において最低水位を示す長岡平野西縁断層帯(δ＝35°)による想定津波

１号機 ５号機

計算領域

補機取水路取水口～補機取水路～スクリーン室

～補機海水ポンプ室※

　※１号機は補機系取水路独立

取水口～スクリーン室～取水路～取水ピット
取水路分岐～補機取水路

計算時間間隔

基礎方程式

取水量

補機冷却海水ﾎﾟﾝﾌﾟ(SW)：3000 (㎥/h/台)×4 台
残留熱除去海水ﾎﾟﾝﾌﾟ(RHSW)：2300 (㎥/h/台)×4 台
高圧炉心ｽﾌﾟﾚｲﾃﾞｨｰｾﾞﾙ補機冷却海水ﾎﾟﾝﾌﾟ(HPSW)
　　　　　　　　　　　　　　：500  (㎥/h/台)×１台

循環水ﾎﾟﾝﾌﾟ(CWP)：停止
原子炉補機冷却海水ﾎﾟﾝﾌﾟ(RSW)：2,500（㎥/h/台）×4台
ﾀｰﾋﾞﾝ補機冷却海水ﾎﾟﾝﾌﾟ(TSW)：2,700（㎥/h/台）×3台
高圧炉心ｽﾌﾟﾚｲﾃﾞｨｰｾﾞﾙ補機冷却海水ﾎﾟﾝﾌﾟ(HPSW)
　　　　　　　　　　　　　　：400  (㎥/h/台)×１台

摩擦損失係数
（マニングの粗度係数）

局所損失係数

貝の付着代

初期水位

計算時間間隔 断層変位後４時間

マニングの粗度係数（n=0.02m
-1/3

s)

電力土木技術協会(1995)，千秋(1967)，及び土木学会(1999)による

貝代10cmを考慮

下降側：L.W.L.(=T.M.S.L.-0.02m）

計算条件
項　目

非定常管路及び開水路流れの連続式及び運動方程式

0.005sec

水位変動の解析条件

開水路の連続式と運動方程式

  0







x
Q

t
A 0

2x
1 ||

3/4
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


































g
vv

f
R

vvngA
x
HgA

A
Q

xt
Q

管路の連続式と運動方程式

0



x
Q  0

2x
1 ||

3/4

2






















g
vv

f
R

vvngA
x
HgA

t
Q

ここに，ｔ：時間(s)，Ｑ：流量(㎥/s)，ν：流速（=Q/A）(m/s)

ｘ：管底に沿った座標(m)，Ａ：流水断面積(㎡/s)

Ｈ：圧力水頭＋位置水頭

 

(管路の場合),位置水頭(開水路の場合) (m)

ｚ：管底高(m)，ｇ：重力加速度(m/s
2
)

ｎ：マニングの粗度係数(m
-1/3

s)

Ｒ：径深(m)，Δx：管路の流れ方向の長さ(m)，ｆ：局所損失係数

水槽および立坑部

S
P

P Q
dt

dH
A 

ここに，Ap：水槽の平面積（水位の関数となる）(㎡/s)

Hp：水槽水位(m)

Qs：水槽へ流入する流量の総和(㎥/s)，t：時間(s)
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3-2

 
取水設備の水理特性による水位変動の影響評価（１号機）

HPSWポンプ

海水ポンプ室内の最低水位は，

 T.M.S.L-3.8m程度であり，補機冷

 却海水ポンプの取水に影響はない

取水設備の断面図（Ａ－Ａ’断面）

取水設備の平面図

←補
機
冷
却
海
水
ポ
ン
プ
室

補機冷却
海水ポンプ室

Ａ Ａ’

Ａ Ａ’

HPSWポンプ※電動機 応 答

取水口前面における津波水位変動

-3.5mT
.M

.S
.L

(m
)

補機冷却海水ポンプ室における津波水位変動

-3.8m

T
.M

.S
.L

(m
)

ポンプ吸込み可能レベル
▽T.M.S.L.-4.22m▽津波による最低水位（T.M.S.L.-3.5m）

入 力

※非常用補機海水ポンプのうち，吸い込み可能レベルの最も厳しいHPSWを代表とした

T
.M

.S
.L

(m
)

▽T.M.S.L.+3.5m）

▽T.M.S.L.-4.5m）

▽T.M.S.L.+5.2m

▽T.M.S.L.-12.0m
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HPSWポンプ

海水ポンプ室内の最低水位は，

 T.M.S.L-3.5mであり，補機冷却

 海水ポンプの取水に影響はない

取水設備の断面図（Ａ－Ａ’断面）

取水設備の平面図

←補機冷却海水ポンプ室

←循環水ポンプ室

▽T.M.S.L+3.2m

補機冷却
海水ポンプ室

Ａ Ａ’

Ａ

Ａ’

応 答

取水口前面における津波水位変動

-3.4m

T
.M

.S
.L

(m
)

補機冷却海水ポンプ室における津波水位変動

-3.5m

T
.M

.S
.L

(m
)

ポンプ吸い込み可能レベル
▽T.M.S.L.-4.43m

津波による最低水位
▽（T.M.S.L.-3.4m）

入 力

3-2

 
取水設備の水理特性による水位変動の影響評価（５号機）

HPSWポンプ※電動機

※非常用補機海水ポンプのうち，吸い込み可能レベルの最も厳しいHPSWを代表とした
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４．二次的な影響に対する評価（砂移動）

敷
地
周
辺
の
海
底
地
形
変
化
量
（
地
震
発
生
後
４
時
間
）



 

津波による砂移動の取水への影響について検討を実施


 

数値シミュレーションは，藤井ほか(1998) ，及び高橋ほか(1999)の手法による


 

いずれの手法も浮遊砂濃度の上限値を1%に設定


 

対象津波は，取水口前面において最高水位を示す日本海東縁部の想定津波と，最低水位を示す長岡平野西

 
縁断層帯(δ＝35°)による想定津波

⇒取水口前面の堆砂量は最大でも約30cmであり，原子炉補機冷却海水ポンプの取水は可能

最
高
水
位
ケ
ー
ス

（
日
本
海
東
縁
部
の
想
定
津
波
）

最
低
水
位
ケ
ー
ス

（
長
岡
平
野
西
縁
断
層
帯
δ=

35
度
）

藤井ほか(1998) 高橋ほか(1999)

藤井ほか(1998) 高橋ほか(1999)
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【最大堆積量分布図】

取水口前面における津波水位と海底面の変動：最高水位ケース

－

 

高橋ほか(1999)のモデル，Cmax

 

＝1.0%

 

－

1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機

⇒取水口前面では常に水深が２m程度以上確保されており，取水への影響はない
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1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機

【最大堆積量分布図】

取水口前面における津波水位と海底面の変動：最低水位ケース

－

 

高橋ほか(1999)のモデル，Cmax

 

＝1.0%

 

－

左図の青線(水位)と赤線(海底面)の差

４．二次的な影響に対する評価（砂移動）

左図の青線(水位)と赤線(海底面)の差
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ご説明事項

1.

 
津波評価方針

2.

 
津波の想定及び数値シミュレーション

2-1

 
解析条件

2-2

 
既往津波の再現性検討

2-3

 
日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討

2-4

 
海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

3.

 
津波に対する安全性評価

3-1

 
津波による上昇水位及び下降水位に対する安全性

3-2

 
取水施設の水理特性による水位変動への影響評価（１号機，５号機）

4.

 
二次的な影響に対する評価（砂移動）

5.

 
評価のまとめ
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５．評価のまとめ

想定津波による上昇水位，及び下降水位に対して検討し，柏崎刈羽原子力発電

 所１号機及び5号機の安全性に問題とならないことを確認した（第23回合同

 WGにてご説明済み）。また，取水設備については，水理特性による水位変動

 への影響も検討し，原子炉施設の安全性に問題とならないことを確認した。
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津波波形の代表例として，最低水位ケースの長岡平野西縁断層帯(35°)による津波波形とフーリエスペ

 
クトルを以下に示す。



 

津波の主要な周期は約10数分～約30分である。

（参考）１号機取水路の固有周期によるポンプ室水位への影響について(1)

A

C

水位時刻歴波形抽出ポイント

34

港外A点の水位波形

港内C点の水位波形
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

 

１号機取水路の周期特性を調べるため，各周期帯で概ね一様なエネルギーを持つ擬似水位波形を作成し

 
て取水口前面の入力値とし，取水路内の応答計算を実施した。



 

取水口前面とポンプ室それぞれの水位波形をフーリエスペクトル解析し，両者の比を取った結果による

 
と，取水路には2分付近に卓越周期があると考えられる。



 

一方，津波の主要な周期は約10数分～約30分であり，取水路の卓越周期とは一致しないことから，取

 
水路の周期特性による水位増幅への影響はないものと考えられる。

（参考）１号機取水路の固有周期によるポンプ室水位への影響について(2)

【１号機取水口前面の擬似水位波形とポンプ室の応答波形】

取水路の卓越周期

津波の主要な周期
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

 

津波波形の代表例として，最低水位ケースの長岡平野西縁断層帯(35°)による津波波形とフーリエスペ

 
クトルを以下に示す。



 

津波の主要な周期は約10数分～約30分である。

（参考）５号機取水路の固有周期によるポンプ室水位への影響について(1)

A

B

水位時刻歴波形抽出ポイント
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

 

５号機取水路の周期特性を調べるため，各周期帯で概ね一様なエネルギーを持つ擬似水位波形を作成し

 
て取水口前面の入力値とし，取水路内の応答計算を実施した。



 

取水口前面とポンプ室それぞれの水位波形をフーリエスペクトル解析し，両者の比を取った結果による

 
と，取水路には1分付近に卓越周期があると考えられる。



 

一方，津波の主要な周期は約10数分～約30分であり，取水路の卓越周期とは一致しないことから，取

 
水路の周期特性による水位増幅への影響はないものと考えられる。

（参考）５号機取水路の固有周期によるポンプ室水位への影響について(2)

【５号機取水口前面の擬似水位波形とポンプ室の応答波形】

取水路の卓越周期
津波の主要な周期
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フーリエスペクトル解析
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（参考）取水口前面における水位時刻歴

最大水位上昇量分布図

水位時刻歴抽出箇所

最高水位ケースの取水口前面の水位時刻歴※

－

 

日本海東縁部の想定津波

 

－

※朔望平均潮位，地震時変位（地震時の地盤変動量）を除いた値

水位時刻歴抽出箇所

最大水位下降量分布図

最低水位ケースの取水口前面の水位時刻歴※

－

 

長岡平野断層帯(δ=35°)による想定津波

 

－
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（参考）砂移動に係る検討（浮遊砂上限濃度＝5%）

最
高
水
位
ケ
ー
ス

（
日
本
海
東
縁
部
の
想
定
津
波
）

藤井ほか(1998) 高橋ほか(1999)

最
低
水
位
ケ
ー
ス

（
長
岡
平
野
西
縁
断
層
帯
δ=

35
度
）

藤井ほか(1998) 高橋ほか(1999)

敷
地
周
辺
の
海
底
地
形
変
化
量
（
地
震
発
生
後
４
時
間
）

1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機 1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機

1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機 1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機
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（参考）砂移動に係る検討（浮遊砂上限濃度＝5%）

5号機6号機7号機

取水口前面における津波水位と海底面の変動：最低水位ケース

（高橋ほか(1999)のモデル）

1号機取水口前面 1号機取水口前面

5号機取水口前面 5号機取水口前面

3号機
2号機

4号機
1号機
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（参考）パラメータスタディ実施範囲の妥当性について



 

土木学会(2002)に示される日本海東縁部の地震活動域全域におい

 
て基準断層モデルによる概略パラメータスタディ実施



 

地震活動域全域には地震調査研究推進本部(2003)に示される地震

 
活動域を含む



 

基準断層モデルには，新潟～山形沖の領域において実施したパラメ

 
ータスタディで最大水位上昇量・下降量を示す高角度モデル（傾斜

 
角60°）を用いた

Mw

断層

長

L(km)

断層

幅

W(km)

すべり

 

量

D(m)

断層上

 

縁深さ

d(km)

走向

θ(°)

傾斜

 

角

δ(°)

すべり

角

λ(°)

高角モデル 7.85 131.1 17.3 9.44 0 20･200 60 90

日本海東縁部に想定される地震の基準断層モデル諸元＊）

①②③④

⑤⑥

⑦⑧

⑨⑩

⑪⑫

柏崎刈羽原子力発電所

②③

東傾斜
西傾斜

⑫ ⑪

⑥ ⑤

④

⑧ ⑦

⑨⑩

①’②’③’④’

①
＊）基準断層モデルの設定についてはP７参照
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

 

波源が遠くなるほど，津波による影響は小さくなる



 

ただし，１号機及び2号機のみ，「新潟～山形沖」（①’～④’）に比べて「山形

 
～秋田沖」のうち波源①による水位が若干大きくなるものの，他号機はずべて「新

 
潟～山形沖」のほうが大きい

数値シミュレーション結果（最大水位上昇量）
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1号機，2号機のみ「新潟～山形沖」の領域よりも若干大きな値を示すが、他

 

号機はずべて「新潟～山形沖」の領域のほうが大きい

津波安全性評価値

 

（詳細パラスタ結果）
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（詳細パラスタ結果）

詳細パラメータスタディを実施した

 
「新潟～山形沖」の領域

「新潟～山形

 
沖」の領域によ

 
る影響が最も大

 
きい

（参考）パラメータスタディ実施範囲の妥当性について
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

 

波源が遠くなるほど，津波による影響は小さくなる

数値シミュレーション結果（最大水位下降量）

最大水位上昇量の概略パラメータスタディにおいて，１・２号機のみ「新潟～山形沖」

 
より若干影響が大きい波源があるが，その量は小さいこと，今回評価対象としている７

 
号機を含むそれ以外の号機はすべて「新潟～山形沖」による影響が最も大きい。

したがって， 「新潟～山形沖」を詳細パラメータスタディの対象としたことは妥当と

 
考えられる
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詳細パラメータスタディを実施した

 
「新潟～山形沖」の領域

津波安全性評価値

 

（詳細パラスタ結果）
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（参考）パラメータスタディ実施範囲の妥当性について
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